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本  文： 
 
 都市計画に従う土地変動の諸ルートにおける法的全貌およびその問題点を掲
げることがこの論文の主旨である。 
 この主旨に従い、論文を七つの部分に分けた。 
 
はじめに 
 ここでは論文を書く動機・目的、論文の構成およびその理由、蘇州の簡単な
紹介、蘇州を選んだ理由、論文の理論的な背景について述べた。 
中国では都市化の過程において、国が主体として、二つのルートを使い、土
地を動かしている。ひとつは国が農村集団所有の土地を収用し、集団所有土地
を国有土地に変え、それから、起業者に分配する。もうひとつのルートは国が
土地所有権者として元来の土地使用権者から、土地使用権を回収し、それから、
起業者に分配する。（ここの分配には有償と無償の二種類がある。）この二つの
ルートのいずれも起業者の申請が必要であり、都市計画に従わなければならな
い。本論文もこの構造に従って、主要部分を五章に分けている。まず、第一章
で、都市計画中の土地に関する問題点を提示する。なぜなら、都市計画の問題
点は直接二つの土地使用権変動ルートに影響を与えるからである。第二章は都
市の拡張をテーマに集団所有土地から国有土地に変動する中の問題点を論じる。
第三、四、五章は都市部土地使用権変動中の第一次土地市場における土地使用
権の取得、第二次土地市場における土地使用権の流通、国有土地使用権の回収
に関する問題点について論じる。 
論文の副題を「蘇州を中心に」にしている。 
中国は国土が広く、経済状況、民族分布、農耕地の比率など数多くの要素の
影響により、各地における地方法規も異なる。筆者は、普遍性を有する地域を
特定した研究方法が効率的であると考えている。蘇州は「経済発展新進都市の
ひとつの代表であり、土地改革の先頭に立っており、都市建設中の問題は普遍
性を持っている」ので、この論文のタイトルに合っている。 
この部分の最後では論文の理論的な背景を紹介した。それは中国の立法機関
―全人代及びその常務委員会が制定した土地に関する法律がまだ少ない現状で
ある。現在、主な法律は土地管理法、不動産管理法、都市企画法の三つしかな
い。これらの法律の中、土地に関する内容の多くは行政管理の角度から考えら
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れ、土地市場化、物権性規定、権利流通などの内容に関する規定は殆どない。
中国の民法通則は全部で 156 条しかなく、土地に関する規定はわずか 2 条、所
有権に関する規定を加えても 3 条しかない。これが中国土地に関する法律の現
状であり、中国都市化土地問題を論じるとき、この法整備現状に基づかなけれ
ばならないのである。 
 
第一章 都市計画中の土地に関する問題点 
       ――蘇州をモデルに 
 
第一節 都市計画の土地に関する問題点 
 
 この節では、蘇州市全体企画の簡単な紹介と土地計画に関する国土の企画、
土地利用全体企画、土地利用計画の関係を述べた上で、都市計画の土地に関す
る次の問題点を掲げた。 
 １、企画規模の膨大化による土地の浪費  ここでは、都市企画規模の現状、
都市企画膨大化の必要性、客観的な原因について述べた。蘇州市の「1996－2010
年企画」の企画面積は元来の市区の 15.6倍になっている。しかし、この現象は
蘇州だけではなく、全国的なものである。蘇州の「1996－2010年企画」の企画
面積は東京都とほぼ同じであるが、GDP は東京都の 28 分の１に過ぎず、内在
的発展可能性はまだ十分にある。また、企画区内の更地が目立っており、専門
家も理性発展理論を支持し、企画膨大化を反対している。筆者は企画規模拡大
の必要性が全くないと考える。開発区の乱立、イメージプロジェクトの建設な
どは企画規模膨大化の主な客観的な原因として論文の中で論じられている。 
 2、土地使用権者に対する公示制度の欠如  都市企画公示制度の問題は「①
公布の実施細則、手続きなどの規定がなく、実効性が乏しい。②企画が認定さ
れた後の公布である。」にある。筆者は、蘇州の例を挙げ、「１、計画が策定さ
れる前、策定中、策定後の土地使用権者の参加が一切ない。２、計画の公示が
お知らせのようなもので、土地使用権者が意見を述べる場所がない。３、公示
の内容が専門的で、一般市民の理解できる公示ではない。4、公示の内容が形式
化されていない、公示のプロジェクトが違うと内容、形式のすべてが違ってく
るのである。公示制度が法制化されていない。」などの問題点を指摘する。 
 3、都市建設計画の無視  ここでは蘇州市の「『1996－2010年企画』の中に
ない呉中区、相城区の開発，『1996－2010 年企画』の中、制限すべきだと指摘
されている地区『北部交通回廊』の開発」の例をあげた。この節の冒頭で紹介
した諸企画関係も乱れている。都市計画は土地利用全体企画より優先されてい
るし、建設プロジェクトが企画に合わなければ、企画が調整される。このよう
な現象が存在している原因は次の三つであると筆者は考えている。①法律効力
を有する企画文書は多くの地方で尊重されていない。②地方幹部は都市計画に
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対する法的意識がなさ過ぎる。企画実施の手続きが複雑すぎる。 
 
第二節 「都市計画の土地に関する問題点」に対する法的思考 
 
 この節では、まず、筆者は都市計画の土地に関する法律自身の欠点を指摘す
る。 
１、法的責任規定の三点の不足  ①行政側の法的責任規定の不足。現行中
国法の法律法規の殆どは主に行政に管理される側の法的責任に対して設けられ
た条文であり、都市企画行政主体が違法の場合の法的責任について具体的な規
定を設けていない。②必要な条件、原則しか設けず、違反した場合の罰則がな
い。③管理される側の処罰も軽すぎる。 
２、計画に関する情報公開の法的規定の不足  日本、アメリカのシステム
と比較して、中国の計画情報公開法律に関する現状を分析する。情報公開は中
国法にとって、まだ、新たな領域であり、必要な理論準備ができていない。今
までの所謂情報公開は公開する主体範囲が狭く、内容が少なく、公開の手段も
遅れている。情報公開に関する法律規定は政策性が強く、相応する制度の保障
が欠けている。さらに、前文も述べたが、法律責任に関する規定は不完全であ
り、公開すべき情報を公開しないで齎した損害に対する救済もない。現行制度
では、情報公開すべき義務主体が情報を公開しなかった場合、内部責任を追及
するに過ぎず、法律救済の道が絶えている。 
3、都市企画に関するコスト考慮の欠如  ここでは、筆者は都市企画に関す
る二種類のコストを考慮しなければならないと考えている。①都市企画に関す
る社会コスト。都市計画事業で齎した特別受益者と一般市民の不公平が社会の
不安定要素のひとつに変化していくことは都市企画に関する社会コストになる。
日本（受益者負担金制度）、韓国、英国などは独自の制度を設け、このような社
会コストを考慮している。しかし、中国は地価上昇部分の吸収は土地増値税（上
昇地価税）しかなく、かつ、税金に、「国有土地使用権であること、譲渡の時だ
け」という制限がある。土地増値税は一般の地価上昇の対応であり、「著しい利
益」の場合は対応できない。筆者は、税金で社会コストを調整するではなく、
新たな法律で規制すべきだと主張する。②都市企画を実施するためのコスト。
中国では、都市建設のコストに関する理解は「都市経営」に基づいている。ま
た、土地の売買が禁止されており、私的土地所有権もない。都市企画法の中で、
都市企画のコストに関する規定がなければ、政府が都市経営の最大利益の追求
を口実に、一般市民の利益を犠牲に、都市発展を遂行する可能性は十分にある。
筆者は都市企画の法律の中、企画に関するコストの計算も入れるべきだと主張
する。 
４、法律の厳密性が欠けている  この問題について、筆者は蘇州の例を挙
げ、計画法の曖昧な言葉、手続きに関する法の不完全を指摘する。 
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中国では、この四つの問題のうち、情報公開、都市企画に関する法的コスト
考慮はまだ、空白の領域であり、土地法、物権法のない中国法体系の法律厳密
性を論じるのはまだ時期早々である。法的責任規定の不足について、中央の幹
部は「現在、企画を超えてはならないという規定しかなく、企画を破った時、
どうすればいいかに関する規定は一切ない」と述べたものの、法学界において、
この法的責任について、大きく議論されていない。 
また、都市企画の諸問題が土地変動に与える影響を論じる。 
 都市計画情報の非公開、都市計画の無視問題は、土地の将来に対する予測を
不可能にし、土地投機の可能性を人為的に拡大させることになる。また、不動
産市場に対する不信感も齎している。さらに、法律の不備は土地変動の混乱を
助長している。 
都市計画は土地変動の諸ルートの基礎になる。筆者は都市建設における土地
問題を論じるとき、都市計画抜きに考えられず、この部分を第一章にした。し
かし、基礎になるべき都市計画に関する問題が山積みであり、土地権利変動に
与えた影響は計り知れない。 
 
第二章    都市の拡大 
      ――集団所有制土地から国有土地への変換 
 
この部分では、都市の拡大過程中の集団所有制土地から国有土地への変換中
の諸問題を分析し、集団所有土地の収用、集団所有地の概括国有化などの中国
の特有な土地国有化制度を考察した。 
 
第一節 中国土地所有制度について 
 
中国の土地国有化制度を述べる前に、中国土地所有制度について紹介しなけ
ればならないと考え、第一節「中国土地所有制度について」を設けた。 
一、 中国法における所有権の形式 
 中国の所有権形式は従来の民法理論――所有権の目的物を標準にするではな
く、所有権の主体を標準にして、国家所有権、集団所有権、個人所有権に分け
ている（三分法）。この節では梁慧星、孫憲忠が代表する三分法反対派と王利明、
王勝明が代表する賛成派の論点を考察した。賛成派の理由として銭明星の「歴
史的な原因」以外に、王勝明は次の三つの理由を挙げている「其の一、物権法
は公有制が主導する各種所有制の共同発展の基本経済制度を反映すべきである
こと。其の二、所有権制度は用益物権制度と相応しなければならない。其の三、
国家、集団と個人所有権を規定すれば三者の財産法律制度をより完全にするこ
とが出来る。もちろん，物権法に関する基本原則と物権保護などの規定は市民
の財産及び非公有制企業の財産にも適用する」。これに対して、梁慧星は「三分
法は生産手段所有制の性質を反映するためであり，政治的な意味はあるが法律
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的な意味がない」と述べ、孫憲忠は「理論上：ア、三分法は所有制と所有権の
関係を混乱させた。イ、三分法は所有権のすべての内容を包撮できない。実務
上：ア、法人所有権が否定された。イ、「個人合法財産を軽視する」観念をもた
らした。ウ、WTOに加盟した時の承諾にも違反する」という理由を挙げ、反論
している。筆者も三分法に賛成しない。王勝明の三点理由について、「ア、現状
と違う。イ、陸法体系の先進国の中、所有権を平等に保護したため、用益物権
に障害をもたらした例はない。ウ、集団所有権の『集団』は科学的な法律概念
ではない」などの理由を挙げて反論した。三分法は主体によって、所有権を分
ける方法である。所有権主体平等原則に反し、集団、個人の所有権に悪影響を 
与え、土地の国有化の過程において、三分法の欠点は明らかである。  
二、 国有土地所有権 
この部分では、国有土地所有権の概念、主体と取得、範囲、行使について論
じた。 
国有土地所有権の範囲に関して、鄭州、新疆、浙江、海南省の例を挙げ、国
有土地所有権範囲の不明確さを論証する。また、集団所有土地と国有土地の境
界線に関する詳細な規定がないことについても、論じている。この点について
は、集団所有土地の範囲を述べるとき、より深く検討する。 
三、 集団土地所有権 
 ここでは、集団土地所有権の概念と主体、客体(範囲)、取得、行使について論
じた。主体不明問題と客体に関する議論は集団土地所有権に関する中心的な問
題である。 
 集団土地所有権の法律に規定された主体「村集団経済組織、村民委員会、村
民小組、郷(鎮)農民集団経済組織」は実際に存在しておらず、また、農村集団と
農村経済組織の関係も明確にしていない。集団土地所有権の主体における法律
規定と実務の離脱は集団土地所有権理論に混乱をもたらした。 
 集団所有権主体に関する理論は様々である。たとえば、組織体説、新型総有
説、法人所有説、共同体構成員説、創立者説、集団所有説などがある。主体混
乱に対する提案は馬駿駒案、私有化案（支持論、反対論）、国有化案（支持論、  
反対論）などがあり、その以外に、姜愛林・易仁川の土地国家、集団、個人の
三元所有制案、易玉の集団土地所有権を堅持する前提下の土地所有権制度強化
案、張照棟の農村土地法人所有権案などがある。 
集団土地所有権の客体(範囲)について、集団所有土地の範囲と集団土地所有権
の内容の二点を中心に論じた。国有土地の範囲を論じる時、国有土地の範囲が
明確ではないと述べた。中国では土地所有は国有と集団所有の二種類しかない
ので、もちろん、集団所有土地の範囲も確定できない。現在、法律で所有権を
明確に規定していない土地所有権権利所属問題について、学者の間では、正反
対の二種類の意見に分かれている。第一種の観点は「中国憲法、土地管理法の
規定に従って、法律が明確に規定されておらず、かつ、権利所属に対して、異
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議を有する農村と都市郊外の土地所有権を農民集団所有に帰させるべき」（先占
自由主義）と主張し、第二種の観点は「土地所有権の権利所属に対して、異議
を有し、かつどちらも証明する証拠がない場合、国有と帰させるべき」（先占権
主義）と主張する。筆者は第二種の観点に賛成する。所有権利帰属が明確でな
い場合、一般的に無主物として認定される。民法通則は無主動産、遺失物、無
人相続遺産、漂流物について、国家優先取得権を規定している。不動産につい
て明確な規定がない。しかし、権利所属が定められない土地は無主動産、遺失
物、無人相続遺産、漂流物よりはるかに価値が高い。無主不動産に対して、国
家優先取得権をもっても合理性があると考える。また、先占権主義理論によれ
ば、不動産に対して、国家は先占によって取得することができる。したがって、
無主土地を国家に帰させることはいかなる角度から見ても道理に合っているの
である。 
集団土地所有権の内容について、まず、所有権の概念範囲が満たされていな
いと指摘される。理由として、「１、排他性使用権を有しない。２、自由譲渡権
を有しない。３、独立処置権を有しない」などが挙げられた。また、所有権の
経済的な概念範囲も満たされていない。理由は次の二点である。１、収用され
る場合、市場の土地価格ではなく，生産高で補償される。２、農民は少量な土
地使用費しか払わず、宅基地を無償で使用している。農村集団経済組織は名義
上の土地所有者にすぎない。 
集団土地所有権の取得の方式は合作化、公社化、調整の三種類である。 
集団土地所有権の行使の主な問題は集団メンバーとしての農民の集団土地所
有権行使に対する欠席である。 
集団所有の主体不明問題は中国物権法制定中の最も困難な問題である。法律
上の規定と現状の不一致、集団所有のはずの土地が主体不明であるため、郷（鎮）
政府の土地に対する管理職能と土地の所有権は一体化され、集団所有地が事実
上国有土地になっている。また、集団所有の客体も不明確であり、集団所有権
という権利内容自身にも問題がある。これらの問題は土地収用権濫用の根本原
因のひとつになる。 
所有権の三分法、集団所有主体・客体不明、都市部区域の不明確さなどの問
題を抱えながら、集団所有土地の収用、概括国有化が行われている。 
 
第二節 土地の収用 
 
 中国では収用される土地が個人所有、また個人所有意義上の私的所有土地で
はなく、一種の公的所有――集団所有土地である。都市部の土地は国有でなけ
ればならないため、都市建設を行う過程中、集団所有の土地が収用される。土
地収用について、本論文は現在土地収用に関する最も議論されている公共利益
論、情報公開、補償の三つの問題に絞って考察した。 
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一、「公共利益」に関する矛盾 
１、中国の「公共利益」論 
中国では「公共利益の必要」は「国家建設のため」と同様に理解されている。 
「国家建設必要」は次の二段階で理解することが出来る。一、直接的な「国
家建設の必要」または「公共利益の必要」、例えば、国防建設、公用事業、都市
公共施設建設、交通運輸、水利事業、公共衛生事業、教育文化事業、体育事業、
社会福祉施設、国家機関の発展のための建設用地、国有企業用地などのすべて
公共利益を直接目的とする事業である。二、広義的な「国家建設必要」あるい
は広義的な「公共利益の必要」である。すなわち、社会主義現代化建設、人民
生活レベルの向上、総合国力の強化に有利なすべての事業、例えば、国家主管
機関が認定した集団企業、三資企業の設立、国家主管機関が認定した私立大学
及びその他の社会公益事業の起業などはすべて広義上の国家建設と公共利益の
必要である。 
 建設用地の公共性目的は異なる性質の建設プロジェクトが存在することによ
って、異なるレベルにわけられている。最高レベルの公共性目的にあたる用地
は国家予算内の国家基本建設の固定資産投資プロジェクト用地であり、通常、
国家重点基本建設プロジェクト用地である。その次は国家予算内の地方が各項
融通を利かせる財力を用い、計画した基本建設固定資産投資プロジェクト用地
であり、通常、地方各レベルで計画した地方重点建設プロジェクト用地である。
最低レベルの公共性目的にあたる用地は各地が予算外の資金と銀行融資を用い、
計画した基本建設プロジェクト用地であり、通常、企業が自己資金を利用して
計画した生産及び非生産性建設プロジェクト用地と人民政府が認定したあるい
は都市計画が統一的に計画した都市市民住宅建設用地である。 
２、中国「公共利益」論の法律上の矛盾 
法律上の収用の理由は「公共利益のため」である。しかし、現行中国法の「公
共利益論」では現在の中国土地収用事情を解釈することを不可能にしている。
なぜなら、土地管理法 43条によれば、いかなる事業体および個人であれ、建設
を行い、土地が必要な場合、法に従って、国有地の使用を申請しなければなら
ない。これはいかなる事業体と個人のどんな建設プロジェクトにも関わらず、
国有土地の上で建設を行わなければならない事を言う。公益のためだけではな
く、営利性ための建設プロジェクトが土地を使用する必要があった場合も国が
集団所有土地を収用することになっている。「公共利益のため」だけが、収用の
理由になるなら、営利性プロジェクトの建設は不可能になる。現実に、営利性
プロジェクトが次々と建設されている。現在の「公共利益論」は法律上のひと
つの矛盾を生じさせただけである。 
この矛盾を解消するため、現在の中国法は公共利益の拡大解釈を採用してい
る（国家建設のため論）。王利明も「土地収用はもう公共目的を超えている、土
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地収用権が濫用されている」と述べている。土地収用権の濫用、土地資源の浪
費、官僚の汚職など社会問題はこの公共利益の拡大解釈と関わっている。公共
利益の拡大解釈は法の矛盾を解消できるかもしれないが、良い方法とはいえな
い。これは法学学者の共同認識である。 
これについて、筆者は梁慧星、王利明の提案を分析する上で、公益目的収用
と商用目的収用に分けることを提案する。最後に黎平など学者の「土地収用範
囲を縮小する」方法も紹介する。 
３、蘇州の例 
 ここでは、蘇州の例を挙げ、国、江蘇省、蘇州、地方へと行けば行くほど「公
共利益」に関する解釈が拡大されることを証明する。公共利益について、各省、
市は自分の都合に合わせて、拡大解釈しており、「下級法が上級法を反してはな
らない」という法の基本は無視されている。 
二、情報公開の問題 
 情報公開の主な問題点は次の三つである。１、土地収用プランが認定されて
から公告する。つまり、土地が収用される元土地所有者、使用者は土地収用が
決められてから情報を知る。２、収用される土地の元土地所有者、使用者は土
地収用のプランに参加することが出来ず、土地収用プラン自身の公共利益性、
合法性などについて、異議を提出する事ができない。補償標準・安置だけに対
して異議を提出することが出来る。３、土地収用補償・安置の争いは土地収用
プラン実施に影響しない。情報公開されてから、利害関係人は異議があっても
土地収用プランを止めることが出来ない。 
現在中国政府は政府公務公開に努めており、土地収用に関する法令「土地収
用公告弁法」も公布したが、上述の三つの問題は解決されていない。 
 ここにも蘇州の例を挙げ、情報公開の実態を紹介する。 
三、土地収用の補償 
 この部分では、まず、蘇州の例を挙げ、補償の内容を紹介する。また、この
内容に基づき、次の問題点を掲げる。１、補償原則「収用される土地の元来の
用途にしたがって補償する」による補償額の低下。２、「生産高」による補償内
容の問題。３、最低補償基準の不合理。4、補償に関する法律システムの欠如。
５、集団土地所有権主体不明でも齎した土地収用補償の問題。 
 
第三節 集団所有地の概括国有化 
 
筆者は土地収用の諸問題より、さらに、考えなければならない問題が集団所
有土地の概括国有化であると主張する。なぜなら、集団所有土地の概括国有化
に関する法律条文は「土地管理法実施条例」の２条５項だけである。土地収用
に関する法律より、はるかに少ない。集団所有土地の概括国有化は所有権主体
に何も補償せずに所有権を奪う制度である。この制度は物権の基礎を脅かすだ
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けでなく、一般市民の所有権に対する不安感を増すことになるだろう。 
  
１、集団所有土地の概括国有化とは何か 
「集団所有土地の概括国有化」とは、現在の中国社会における一種の現象を
言う。都市発展のため、元来、農村に属す郷(鎮)村共同体全体が都市既成区に吸
収され、郷(鎮)村の行政区廃止に従って、農村末端行政組織または居民自治組織
が都市末端行政組織または居民自治組織に変えられ、農村集団経済組織構成員
全員が農村居民から都市居民になり、土地収用手続きを経ていない土地、また
は収用した土地の元来農村集団所有に属す残余土地は全部概括的に国有になる
事である。 
２、集団所有土地概括国有化の特徴 
集団所有土地概括国有化と土地収用の結果のいずれも農村集団所有土地が国
有に変わるものであるが、両者の重要な区別のひとつは、集団所有土地の概括
国有化が土地収用手続きに従わない事である。土地収用とは国家が「公共利益
の必要」のため、法律によって、集団所有土地を収用し、集団所有土地を国家
所有に帰属させる事を言う。土地収用制度は現在、集団所有土地が国有になる
時、適用する唯一系統化されている制度である。その中には、手続き規範(例え
ば、土地収用認定の規定)だけではなく、実態性規範(例えば、土地収用補償基準
の規定)もある。しかし、集団所有土地概括国有化の場合においては、土地収用
の手続き規範にも従わないし、土地収用の実態性規範にも従わない。土地収用
と比べ、農村集団所有土地概括国有化は次の幾つかの特徴を有する。①集団所
有土地が概括国有されるとき、概括性を有する。②集団所有土地が概括国有化
されるとき、具体的な建設プロジェクトを行う目的がない。③元来の土地用途
と土地使用者が変わることはない。④概括国有化で国有になる集団所有土地は
基本的には各種類の建設用地である。⑤集団所有土地が国有になる場合、原則
上、無償である。 
３、集団所有土地概括国有化の問題点。 
 集団所有土地の概括国有化が存在していること自体に問題がある。中国の法
律は土地売買を禁止しており、集団所有土地が有償で国有になる手続きは現在
一つだけである。それは土地の収用制度である。集団所有土地所有権の主体と
国有土地所有権の主体は違う。集団所有土地が国有にさせられる時、農村集団
経済組織が補償されるのは当然である。しかし、概括国有化される集団所有土
地に対する補償システムは存在しない。 
 農村集団所有土地の概括国有化現象は単なる社会現象だけではなく、重要な
法律現象でもある。何故なら、その中には、重大な財産権帰属変更と利益関係
の協調が含まれているからである。しかし、現行法はこれに対して規制する系
統的な制度がない。 
 筆者は陳甦の集団所有土地概括国有化の問題点についての分析に同意した上
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で、次の三つの問題点を書き加えた。１、概括国有化は「集団所有財産権保護
する原則」に反する。２、概括国有化される時、所有者が補償されないが、こ
の所有者が再びその土地を使用するときに、有償で使用しなければならないの
は、公平ではない。３、遅れた地方を保護・激励することになる。 
最後に、蘇州の例を挙げ、集団所有土地概括国有化の実態を紹介する。 
 
第四節 耕地平衡の問題 
 
中国の土地所有権の変更は一方的である。即ち、集団所有権から国有所有権
への変更だけであり、集団所有土地が減る一方である。ここで、耕地平衡の問
題が生じる。 
 この節では、耕地占有・使用補償制度、耕地総量動態平衡制度を紹介した。
耕地占有・使用補償制度とは国家の関係部門の認定によって耕地を占有・使用
し、非農業建設を行う事業体は「占有・使用分の開墾」という原則に照らし、
占有・使用耕地の量と質に相当する耕地を開墾する事に責任を負い、または関
係する規定に照らし、耕地開墾費を払い、関係する部門によって新たな耕地を
開墾するという事である。耕地総量動態平衡とは行政、経済、法律の総合措置
を通じ、中国現有耕地総面積の一定期間内での安定維持を保証する制度を言う。
これらの制度では、次の二つの問題点がある。１、開墾可能の土地がなくなっ
た場合の対策の欠如。２、別地で開拓する耕地の質の問題。 
また、「耕地平衡」政策自身も危機に直面している。その危機は主に次の三つ
の問題に反映されている。１、この政策は新たな土地浪費問題を齎した。２、
開墾された耕地の質をコントロールするシステムがない。３、「耕地平衡」の数
も疑わしい。 
最後は蘇州の例を紹介する。 
 
第三章  都市部における土地の変動 
      ――第一次土地市場における土地使用権の取得 
 
第一節 土地使用権とは何か 
 
中国都市建設中の土地に関する変動の中心は土地所有権ではなく、土地使用
権の変動である。この部分は主に土地使用権にめぐる諸問題を考察する。 
 
一、土地使用権の由来 
ここでは、1986年「民法通則」の 80条、1988年「憲法」修正案 2条、1990
年「都市国有土地使用権設定と譲渡暫定条例」、1994 年「都市不動産管理法」
などの法律を分析し、立法者がひとつの理念を持って「土地使用権」の概念を
作っていないことを明らかにする。 
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二、土地使用権の概念をめぐって 
土地使用権については、土地使用権概念の非科学性を訴える梁慧星派、土地
使用権概念を維持すべきだと主張する王利明派、土地使用権概念を使わず、中
身だけを保留する中間派三派に分かれている。 
 王利明は従来の土地使用権概念を賛成し、「物権法草案建議稿」で用益物権の
一種として使用している。法工委（中央法律工作委員会）は「民法典草案」の
中で、土地使用権を建設用地使用権、宅地使用権に分けて規定している。土地
使用権という概念を使っていないが、二種類の使用権を合併して考えると、中
身は変わっていない。 
 これに対して梁慧星は「土地使用権と土地所有権の定義を明確に区分してい
ない」、彭明真は「法律用語として有すべき科学性、正確性が欠けている」とい
う理由を挙げ、土地使用権概念の非科学性を訴える。 
 実務上、土地使用権も広義と狭義に分けられ、使われている。 
 筆者は狭義の土地使用権でも含まれる内容が複雑で、範囲が広すぎると考え
ている。土地使用権の概念を使うときに、土地使用権の取得方式による割当、
設定、賃貸などの制限の言葉を加える必要がある。範囲が制限された概念を使
ったほうが、厳密性があり、法律用語として、正確だと考えている。なぜなら、
土地使用権の取得方式が異なるとその性格も変わってくるからである。 
 
第二節 割当土地使用権 
 
 この節では、割当土地使用権の概念、割当土地使用権に関する廃止論と併
存論の理論争い、方式、制限、問題点などについて分析し、土地使用権市場に
とっての割当土地使用権の重要性および割当土地使用権が存在することによっ
て増した土地市場の複雑性を分析し、割当土地使用権に関する廃止論と並存論
をより議論すべきことを指摘した。 
 割当土地使用権に対する制限は「①法律規定は曖昧。②公平競争のルールに
反する。③事実上、十分に機能していない。」などの問題点がある。 
割当土地使用権自体も、性質に関する問題、適用範囲の問題、無期限規定の
合理性問題、譲渡制限に関する規定の問題、抵当問題、国有企業の割当土地使
用権問題などを抱えている。特に、割当土地使用権は用益物権であるかどうか
の性質問題について、王利明、梁慧星が「行政行為も民事権利を取得する手段
の一つである」という理由を挙げ、割当土地使用権の用益物権論を支持してい
る。しかし、筆者は「割当土地使用権は収益功能がなく、また、所有権と使用
権の分離が存在しない」という理由で、割当土地使用権の用益物権論を反対し
ている。 
最後に、蘇州市の「割当土地使用権定式契約」の内容を取上げた。そもそも、
割当土地使用権の取得は、各級政府の認定・審査によって決められるものであ
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り、契約締結は割当土地使用権取得手続きの中に含まれていない。蘇州市の割
当土地使用権定式契約の存在がどのような意味を有しているのかは非常に興味
深いところである。 
 
第三節 土地使用権の設定 
 
 土地使用権の設定は第一次土地使用権市場の最も重要な部分であると言って
も過言ではない。この節では、土地使用権の設定の概念、手続き、方式、制限、
年限に関する規定、抵当、その他の問題点などについて、分析を試みた。 
設定土地使用権取得方式の年限に関する問題点は主に次の四つである。１、
建物の所有権の無限性と土地使用権の有限性の矛盾（たとえ、建物を弁償して
も、国家の負担と建物所有者の満足度の問題を上手く解決できない。）２、「土
地使用権」の年限が満了した場合、地上建築物をどうやって処理するかの問題。
筆者は無償で建築物を回収するのは国の不法行為であると考えている。３、地
上建築物の無償回収は不動産に与える影響が大きい。４、年限の規定で生じた
不公平。現在、私房、農村住宅は無期限であり、一般都市住宅は殆ど期限付き
である。一般住宅の中では、公房性質無期限(割当土地使用権)、私房性質期限付
き（設定土地使用権）である。一般に、公房性質住宅の価格は商品房性質住宅
よりはるかに安い。しかし、高い値段で買った市民の方が期限付きの土地使用
権を有する事になり、安い値段で買った市民の方が無期限の土地使用権を有す
る事になる。これは明らかに不公平である。 
土地使用権の抵当はその性質から言うと、財産実物の抵当ではなく、一種の
権利の抵当である。中国において、土地使用権単独の抵当例は極めて少ない。
何故ならば、土地使用権と地上の建物を一体化して抵当としなければならず、
また設定の方式で土地使用権を取得した後、契約通り、投資、開発しない更地
を抵当としてはならないからである。 
都市不動産管理法 47条は法により取得した建物所有権は、当該建物が占有す
る範囲内の土地使用権と一括して抵当権を設定することができ、設定方式で取
得した土地使用権は抵当権を設定することができると規定している。これは二
つの面から土地使用権を述べたものである。 
筆者は設定土地使用権の抵当については、土地使用権と地上建築物およびそ
の他の付着物を共同に抵当とする必要性の問題と、土地使用権の一部を抵当に
入れる事ができるかどうかの問題をより検討すべきだと考えている。 
以上の問題以外に、土地使用権設定契約の性質問題（梁慧星の行政行為説、
民事行為説、経済法律行為説、行政民事並存説）、土地設定の主体問題、都市政
府の設定権限問題、実物地租の問題、「大面積土地」設定の問題、計画の遅れと
不足、土地設定中の競売、入札の比率問題などの問題点は設定土地使用権のよ
り研究すべきところである。 
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第四節 土地使用権の賃貸 
 
土地使用権の賃貸は土地使用権設定の補充方式として規定されているが、現
状においては、各級政府は謹慎な態度を取っており、まだ普及していない。法
律上、国務院が 1990年頒布した「都市国有土地使用権設定・譲渡暫定条例」で
規定されている土地使用権の賃貸は第二次土地使用権市場の土地使用権を指し
ているが国務院の下級部署になる国土資源部が 1999年頒布した「国有土地賃貸
を規範する若干意見」は土地使用権の賃貸を第一次土地使用権市場での土地使
用権を指している。「下級法は上級法に服従しなければならない」原則に従えば、
土地使用権の賃貸は第二次土地使用権市場の土地使用権になるが、「新法が旧法
より、優れる」原則に従えば、土地使用権の賃貸は第一次土地使用権市場の土
地使用権になる。土地使用権賃貸に関する規定はかなり混乱している。 
また、賃貸土地使用権が安定な有償土地使用権提供方式として見なされてい
ない現状、賃借土地使用権と建物の関係問題、「意見」「条例」の賃借権の中身
が違う問題を加え、土地使用権の賃貸はまだ不完全な制度であるといえるであ
ろう。 
 蘇州の例を分析したところ、蘇州自体も「賃借者が土地収用費用の支払い問
題、賃借人は賃借土地使用権の上、永久性建築物を立てはならないの矛盾」な
どの問題を抱えている。 
 
第五節 土地使用権の「作価入股」 
 
「作価入股」という土地使用権の有償使用方式は「中華人民共和国土地管理法
実施条例」にしか規定されていない。しかし、条例の中では、この方式の概念、
手続きに関する規定は一切ない。そもそも、この方式は国有企業が使用してい
る割当土地使用権の体制改革のために作られた方式である。最高人民法院が編
修・出版した「土地管理法及び補助規定新釈新解」の中でも明確に「この方式
は企業の新たな用地、特に集団所有土地を収用して、用地事業体に提供するた
めの土地に対して、使用してはならない」と記されている。また、「作価入股」
は国家が土地所有権の使用権能を使っただけであり、土地使用権の取得方式で
はないという指摘もある。 
一、「作価入股」の方式 
国有企業の株式制改造中、土地使用権の価値を査定し、株式に加入する方式
には二種類ある。１、国家は土地使用権の価値を査定し、その値を株にし、株
主となる。２、企業は設定手続きをし、割当土地使用権を設定土地使用権に転
化させ、土地使用者の身分でその土地使用権の価値を査定し、株式に加入し、
土地使用権が法人株の形式で株式制企業に入り、企業の株式資金になる。 
二、「作価入股」の問題点 
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 土地使用権取得方式ではなく、土地所有権の行使に過ぎないと筆者は考え
る。また、土地使用権の設定と比較すれば、国家が「作価入股」の流通方式を
とるときは、常にリスクに注意を払わなければならない。さらに、国有土地資
産が国有企業の総資産に占める比率が非常に高い。株として、企業に参加した
場合、企業の経営者が随時に株を管理している国家機関に意見を聞かなければ
ならない状況になり、企業の積極性を損なう可能性が高い。 
国営企業の経営不振、膨大な赤字、高い負債率、企業土地管理技術の欠如な
どの原因で、「作価入股」方式は土地資産の活用が勿論、国有土地価値の保持、
増加、企業体制改革にとっても、成功の可能性が非常に低いとも言われている。
この方式を行う場合、慎重に行わなければならない。 
 
第四章  都市部における土地の変動 
      ――第二次土地市場における土地使用権の流通 
 
 この章では、土地使用権譲渡の概念、形式、条件、手続き、譲渡の問題点に
ついて分析し、最後に、蘇州の例を挙げた。 
不動産譲渡の形式は主に不動産売買、贈与とその他の合法方式の三種類に分
けられる。その他の形式とは、①不動産の価値を査定し、出資として、他人と
企業法人を成立した場合の不動産権利帰属の変更。②一方が土地使用権を提供
し、他方（一つの場合もあるし、複数の場合もある）が資金を提供して、合資、
合作の方式を通じ、不動産を開発、経営する場合の不動産権利帰属の変更。③
企業が買収、合併された場合の不動産権利帰属の変更。不動産を債務に当てる
場合の不動産権利帰属の変更。④法律、法規が規定したその他のケースをさす。 
土地使用権譲渡の三つの形式中、第三種のその他の合法方式は土地使用権売
買よりも多く使われている。 
 ただ、第三種の四種類中、合資、合作を土地使用権譲渡に含めるべきかどう
かについては、検討の余地がある。合資、合作は土地使用権の譲渡行為ではな
く、不動産開発の行為のひとつである。即ち、土地使用権者が土地使用権を譲
渡したわけではなく、土地使用権の利用方式を変え、新たな使用形式で土地使
用権を利用しているだけである。合資、合作を土地使用権譲渡の一種として規
定する理由のひとつは土地使用権を利用する主体の数が変わったということで
ある。しかし、土地使用権を利用する主体の数が変わっても、土地使用権の真
の持ち主は変わっていない。土地使用権の持ち主が変わっていない限り、譲渡
とは言えないと筆者は考える。 
 土地使用権譲渡の条件は土地使用権の取得方式によって別々に設けられてい
る。設定土地使用権譲渡の条件について、非常に厳格な制限を設ける必要があ
るかどうかの問題があり、割当土地使用権譲渡の条件について、様々な手口で
割当土地使用権譲渡条件を回避する問題、現状では、割当土地使用権譲渡制限
 14
に関する規定は原則的なものしかなく、かつ法律執行の過程中、認定手続きが
厳格に執行されず、割当土地使用権の譲渡は非常に簡単になっている問題など
がある。 
土地使用権譲渡の手続きについては、登記が土地使用権譲渡契約の成立条件
になるかどうかが問題の中心になっている。「登記はサービスの範囲に属し、認
定の問題が存在しない。」というのは反対論の観点であるが、「①譲渡の実質審
査が登記に含まれている。②登記を契約成立要件として規定しないと、その他
の譲渡に関する条件もないに等しい。」というのは賛成論の観点である。筆者は
賛成論の観点を持っている。 
以上の問題以外に、土地使用権の譲渡は「①譲渡の法定条件を具備していな
い不法譲渡の問題。②土地使用権譲渡の審査・認定は法に従っていない問題。
③土地譲渡中の『陰陽契約』問題。」などを抱えている。 
最後に、蘇州、上海、山東省の賃貸土地使用権の譲渡を比較し、地方法規の
混乱、蘇州市の「暫定弁法」の違法性を示した。 
 
第五章  都市部における土地の変動 
      ――国有土地使用権の回収 
  
政府が建設事業体に与える土地使用権の源は三つある。第一は収用された土
地の土地使用権、第二は元来の土地使用権者から回収した土地使用権、第三は
使用されていない都市部内部の国有土地土地使用権である。 
国有土地使用権の回収の表現形式は殆ど都市部の建築物の立ち退きであらわ
している。理由は次の四つである。１、土地使用権と建築物の一体化。２、都
市部の建築物立ち退きの目的は国有土地使用権を取得するためである。３、立
退き過程中、立ち退き人と立ち退き施行者の争いの実質は土地使用権の権利所
属の争いである。４、更地の土地使用権の回収は土地使用権の回収に占める比
率が非常に低い。 
 
第一節 都市部の建築物立退き問題 
 
一、建築物立退きの法的根拠 
学者の多数は「土地収用の前提と土地使用権回収の前提とは同じである」こ
とを理由に、建築物の立ち退きの根拠が「土地収用の合法性理論に適応しなけ
ればならない」と主張している。筆者は次の様な理由からこの学説に反対する。
①土地収用の場合、集団所有土地が収用される。建築物立ち退きの場合、国有
土地使用権が回収される。所有権と使用権には根本的な違いがある。②実務上、
「公共利益」に対する解釈が拡大されている。③都市建設部門が直接に建築物
の土地使用権者に対し、土地使用権を回収することには問題がある。なぜなら、
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ア、土地使用権者が土地使用権を取得する過程中の法的関係は殆ど民事関係で
ある（土地資源局から土地使用権を取得する）。イ、土地使用権が回収される場
合、建設局に強制的に回収される。政府部門が違うと国からの代理権も違うは
ずであり、建設局に強制的に回収される根拠がない。筆者は「公共利益論」を
重視しながら、土地使用権設定契約に基づかなければならないと主張する。こ
こでも蘇州の例を挙げ、上述の内容を検証する。 
二、建築物立退き施行者の主体問題 
１、新旧「条例」の区別 
建築物立退き施行者に関する規定は 2001年「都市建築物立退き管理条例」に
書かれ、建築物立退き実施許可証を取得する事業体を建築物立退き施行者と言
い、取壊される建築物の所有者を建築物立退き人と言う。 
 この建築物立退き施行者、立退き者に関する規定は 1991年の「都市建築物立
退き管理条例」の規定と異なる。新「条例」は「施行者とは法律によって建築
物立退き実施許可証を取得した建設事業体を指す」と規定し、個人が施行者に
なれる項目を取消した。また、立退き人の規定の中、建築物の使用人を取消し
た。上述の規定から、建築物立退きの施行者は新たな土地使用権者であり、建
築物立退き人は元来の土地使用権者である事は明らかである。 
２、建築物立退き施行者 
 ここでは、主に、蘇州の例を挙げ、立退き受託人の資格を検証する。立ち退
き許可証を認定過程から立退き人の利益が軽視されているので、立ち退き施行
者は立ち退き人より優位に立っている。 
三、建築物立退きの弁償 
１、新「都市建築物立ち退き管理条例」における建築物立ち退き補償に関する
修正 
 建築物立退き補償に関する修正は、主に次の三つに纏められる。     
①立退き人を建築物の所有者(土地使用権者)と明確に定め、立退き補償原則を
「建築物所有者(土地使用権者)に対する補償であり、建築物使用人の安置に配慮
を加える」と規定している。この修正に対して、筆者は現代物権の多様化に対
応していないと指摘する。②約 30%公房住民に対する補償の修正。この修正に
対して、筆者は「条例における立ち退き施行者、立ち退き人、賃借人の関係を
明晰にしていない」という点についてさらに討論する必要があると考える。③
立退き補償は所有権置換、金銭補償、また両者結合の形式を設けている。 
２、蘇州の例を挙げ、この新条例が忠実に実行されていないことを証明した。 
四、建築物立退きに対する救済 
１、建築物立退き実施許可証の合法性に関する救済 
ここでは、筆者は様々な理由を挙げ、建築物立退き実施許可証の合法性に関
する救済の必要性を訴える。しかし、現在、対応できる法律はまだない。筆者
が一番注目しているのは「行政許可法」13 条である。現行法によれば、商業開
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発であるか、都市改造の目的であるかを問わず、行政機関の建築物立退き実施
許可証があれば、立退き作業ができるようになる。しかし、「行政許可法」の 13
条 2 項は「市場競争メカニズムが有効に調節できる場合、行政許可を設定しな
いことができる」と規定している。不動産会社の商業開発の場合、開発側と元
来の土地使用権者の間では市場のルールで交渉することができるため、商業開
発場合、立退き許可証を頒布する必要がなくなる。都市改造の場合も、立退き
許可証発行の合法性を問うことが可能になる。 
２、建築物立退きの内容に関する救済。 
現行法では、立退き施行者と立退き者の両方に救済方法を定めたように見え
る。しかし、立退き施行者を優位に立たせることは言うまでもない。なぜなら、
どの状況にしても、立退きの執行が停止しなくていいからである。建築物立退
き施行者は一旦都市建築物立退き実施許可証を取得したら、行政訴訟を訴えら
れても、立退きの執行を中止する必要がない。立退き人が勝訴しても、自分の
建築物が無くなってしまうという結果に直面する可能性がある。建築物がなく
なったら、勝訴の意味がない。 
 都市建築物立退きに際して、立退き人の利益が損われる時、最後の手段とし
て、司法救済を求めることになる。しかし、様々な法律の不備及び現状環境の
制約のもとで、立ち退き人は非常に苦しい立場に置かれている。 
 「都市建築物立退き管理条例」の中、強制立退きに関する条文は第 17条しか
なかった。この条文では強制立退きが実施される時の必要な手続きについて、
明確に規定していない。 
これらの背景を踏まえ、「都市建築物立退き行政裁決工作規定」(2004年 3月
1 日から実施される)が制定された。中国では建築物立退きの救済に関する日本
の「行政不服審査法」のような法律が制定されていないため、「都市建築物立退
き行政裁決工作規定」が建築物立退きの救済に関する最高基準になる。 
「都市建築物立退き管理条例」の中で、「強制立退き」に関する規定は 1条し
か設けられなかったが、今度の「都市建築物立退き行政裁決工作規定」の 27条
のうち、8ヶ条も「強制立退き」に関する規定である。しかし、立退きが決めら
れる過程中の立退き人の参与問題、裁決・訴訟の期間内での立退き先行執行の
必要性問題、立退き過程中の立退き人監督権の欠如問題、立退き人・立退き施
行者の利益をより全面的に考慮すべき問題などに関する規定は依然として設け
られていない。土地使用権(建築物)の立ち退きの法整備を急がなければならない
と筆者は主張する。 
 
第二節 土地使用権変動中の私房問題 
私房とは直轄市、市、鎮と鎮を管轄していない県、工業鉱物区内の個人所有、 
数人共有の自家用または賃貸用の 1982 年に都市土地が国家所有であると宣告
される前から有する建築物を言う。 
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 この節では、私房問題が形成された歴史原因、私房の性質、立退き補償問題
について、論じる。 
 私房の性質については、「割当説」と「自然享有説」の二種類があるが、法律
では、まだ明確な規定がない。筆者は「割当説」と「自然享有説」を比べれば、
自然享有説の方が一定の合理性があり、説得力があると考えている。ただ、こ
の「自然享有説」方式を新たな土地使用権の取得方式として規定しなければな
らない。土地使用権の取得方式に「自然享有」を入れ、範囲を決め、自然享有
で取得した土地使用権に対する補償などの条文を書き加えれば、私房土地使用
権問題を解決することができるかもしれない。ただ、私房土地使用権の年限、
建替え権限などの新たな問題が出る可能性もあり、簡単に執行される事はない
であろう。 
新「都市建築物立退き管理条例」は、私房の立退き補償問題について大きな
修正を加えた。しかし、この修正は、賃貸契約を有する私房を立退かせる際の
補償問題の解決ができておらず、私房土地使用権の補償問題も解決されていな
い。 
全人代法律委員会 1994 年「不動産管理法釈義」の中、私房について、「私房
の問題は複雑すぎて、規定を設けない」と述べたが、2004年、都市が大規模に
改造され、私房問題を解決しなければならない時期にきている。 
 
結びにかえて 
 
 この最終章は論文を纏め、さらに強調しなければならない三つの問題「①法
律と行政の関係問題。②『法があれば必ずそれに従わなければならない』とい
う点での適法性に対する違反現象は今日においても除去されていない問題。③
土地に関する権利関係の不明確」をピックアップし、中国法全般に潜んでいる
問題として論じた。 
 
 筆者は都市化過程中の土地変動の問題点を通じ、その問題点の法律上の原因
を掲げる試みをするつもりであった。しかし、執筆を終え省みると、筆者が目
指した目標には到底達していないという状況である。ただ、この論文を通じ、
中国の土地に関する法律の現状を少しでも理解して頂けたら幸いと思っている。
言い訳がましいが、中国に関するこのような全般的な法学の検討は、資料的制
約があり、困難な作業であった。なお、自分自身の勉強不足と力足らずで、検
討不十分な諸点が数多いことは十分自覚している。この点各位のご叱正を待ち
たいと思う。 
 
                        以  上 
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